




































の 8 つがある（落合, 2000, p. 99）。
岩上（2007）によると、戦後の家族をめぐる動きは 4 つの時期に分かれている。第一期















69.0％で横ばいであった見合い結婚の割合が 1945 年から 2015 年には 5.5％まで低下した。











だ 40～50％近くいた第一次産業従事者は 70 年代には 19％と半減し、2010 年には 4.0％に





























査（2015）によると 1950 年以降、それ以前までは横ばいであった 1 世帯当たりの平均世帯









という回答が 59.4％で最も多くを占めていたが、2010 年には 33.1％まで減少した。一方
で、「ときどき会って食事や会話をするのがよい」という回答が 1980 年の 30.1％から
2010 年には 46.8％を占め、第 1 位になっている。また、「たまに会話をする程度でよい」
という回答が 2000 年までは 6％前後で横ばいであったが、5 年間で 2 倍以上の 14.7％まで
上昇した。実際に、厚生労働省の国民生活基礎調査（2015）によると 65 歳以上者の居住形
態の単独世帯推移は 1989 年から 2015 年までの期間で 14.8％から 26.3％まで増加してい
る。80 年代に親子だった世代は、親子関係は部分的なものであることを望む傾向がある。
また、単独世帯が増加した層は高齢者だけでなく、より若い層でも見られる。非婚化・
晩婚化による単身者の増加である。国勢調査（2015）では 1975 年以降、男女ともに 20～
30 代の未婚率が上昇している。1975 年の調査では、男女とも 30 代の約 9 割が既婚者であ
り、「国民皆婚」社会であった。しかし、2010 年には、29 歳になっても男性の 71.8％、女
性の 60.3％は未婚であり、39 歳になっても男性の 35.6％、女性の 23.1％が結婚していな
い。また、男性の平均初婚年齢は 1975 年の 27.0 歳から 2006 年には 30.0 歳へ、女性の場
































い」あるいは「全く取れていない」と回答している 30 代男性は 31.6％、40 代男性は
34.1％であり、いずれも女性より割合が高い。また、象印マホービン株式会社の行った家
族揃っての行動に関する調査（2002）によると「家族が全員揃っている時間」が減少して
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